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所 長 指 示 第 ３ １ 号 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

 

 

東京拘置所長 山 本 英 博 

 

 

捕縄、手錠及び拘束衣の使用、保護室への収容等について 

 標記については、令和７年４月１日付け達示第１５号「「東京拘置所の規律及び

秩序の維持に関する実施細則」の制定について」（以下「達示」という。）による

ほか、下記のとおり定め、即日実施するので、了知の上、遺漏なきを期されたい。 

 なお、令和５年３月２２日付け当職指示第１９号「捕縄、手錠及び拘束衣の使

用、保護室への収容等について」は、廃止する。 

記 

第１ 捕縄、手錠及び拘束衣（達示第２章及び第６章関係） 

１ 管理責任者及び取扱責任者の指定（達示第６条第１項関係） 

⑴ 捕縄、手錠及び拘束衣の管理責任者は、達示第６条第１項に定めるとお

り、首席矯正処遇官（企画調整担当）（以下「企画調整首席」という。）

とする。 

⑵ 捕縄（第二種の捕縄を除く。以下同じ。）、手錠及び拘束衣の取扱責任

者は、次のとおりとする。 

ア 監督当直者 

イ 矯正処遇部の各統括矯正処遇官 

２ 捕縄、手錠及び拘束衣の保管（達示第６条第２項、第３項関係） 

⑴ 捕縄及び手錠は、

施錠保管する。ただし、緊急事態に適時適切に対処するため

に

おいても必要数を施錠保管する。 

⑵ 監督当直者用の手錠は、 施錠保管する。 

⑶ 警備隊員用の手錠は 施錠保管する。 
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⑷ 拘束衣は 施錠保管する。 

⑸ 上記⑴ないし⑷の保管場所には、品目ごとの員数表とともに保管するも

のとする。 

⑹ 管理責任者は、毎月１回以上、統括矯正処遇官（警備担当）（以下「警備

隊長」という。）に、捕縄、手錠及び拘束衣の保管場所ごとの数量、機能及

び保清に係る保管状況について検査させ、警備用具等検査簿（別紙）に記

録させるものとする。ただし、東京地方裁判所内東京拘置所出廷留置場に

おける保管庫の検査は、統括矯正処遇官（出廷担当）（以下「出廷区長」と

いう。）に実施させ、その結果を警備用具等検査簿により報告させる。 

３ 捕縄、手錠及び拘束衣の使用時の指揮 

⑴ 捕縄、手錠及び拘束衣の使用に係る指揮は、看守長以上の職にある者が

執るものとする。ただし、急を要し、これにより難い場合には、副看守長

が指揮を執ることができ、第一種の手錠及び第二種の捕縄については、指

揮者又は監督者の到着を待ついとまがないときは、刑務官により緊急に使

用することができる。 

⑵ 上記⑴のただし書により緊急使用した場合、報告を受けた監督者は、速

やかに所長に報告しなければならない。 

４ 出廷及び護送時における捕縄、第一種の手錠の検査等 

⑴ 捕縄の検査 

ア 出廷勤務に就く際、総合待機室において捕縄を受領したときは、使用

前に捕縄の断裂、ほつれの有無について、引っ張るなどの方法で確実に

点検すること。 

イ 護送勤務に就く際、使用前に捕縄の断裂、ほつれの有無について、引

っ張るなどの方法で確実に点検すること。 

⑵ 第一種の手錠の検査 

ア 出廷勤務に就く際、総合待機室において第一種の手錠を受領したとき

は、使用前に第一種の手錠が正常に作動するか否か、ロックの状態や鍵

の差し込みの状況を確実に点検すること。 

イ 護送勤務に就く際、使用前に第一種の手錠が正常に作動するか否か、

ロックの状態や鍵の差し込みの状況を確実に点検すること。 
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⑶ 出廷時の第一種の手錠の使用場所 

第一種の手錠は、各階の中央寄り出入口付近において衣体検査終了後使

用する。 

⑷ 出廷及び護送出発時の点検 

ア 出廷の際は、出廷準備室（女子出廷者は女子新入出廷準備室）に到着

後、あらかじめ各出廷護送バスの責任者（以下「護送バス責任者」とい

う。）が指定した第一種の手錠検査係において、第一種の手錠が確実に施

用され手首から着脱しないか、ストッパーが確実になされているか等に

ついて点検すること。 

イ 護送出発時は、調所において護送監督者が護送職員に捕縄、第一種の

手錠の点検を指示し、護送職員は、第一種の手錠が確実に施用され手首

から着脱しないか、ストッパーが確実になされているか等について点検

すること。 

⑸ 護送バス内での捕縄、第一種の手錠の検査 

護送バスで移動中は、 に、触手による捕縄、第一種

の手錠の検査を行うこと。 

⑹ 目的地到着時の捕縄、第一種の手錠の検査 

  ア 出廷護送バス責任者は、裁判所到着時、戒護職員に第一種の手錠の検

査を指示し、被収容者等（被収容者、労役場留置者及び監置場留置者を

いう。以下同じ。）を座席に座らせたまま検査を行わせ、異常がないこと

を確認してから降車させること。 

  イ 列車護送等による駅への到着、護送バスによる先方施設への到着等に

より、被収容者等を護送バスから降車させる際は、護送監督者は、第一

種の手錠及び捕縄の使用状態について検査させ、異常がないことを確認

してから降車させること。 

なお、被収容者等が、荷物を携行したまま、護送バスの通路を移動で

きない場合は、先に荷物を降ろしてから、護送職員が縄尻を保持して降

車させた後、荷物を携行させること。 

⑺ 列車及び航空機護送時の捕縄、第一種の手錠の検査 

列車及び航空機護送時も定期的に捕縄、第一種の手錠の検査を行い、降
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車時には、触手による捕縄、第一種の手錠の検査を行うこと。 

なお、護送中の食事及び用便時の第一種の手錠については、達示第２４

条に掲げる方法によること。 

５ 第二種の手錠使用状況の録画等（達示第２０条第３号関係） 

⑴ 第二種の手錠の使用を指揮する監督者は、現場職員に対し、携帯用ビデ

オカメラで第二種の手錠の使用状況の録画についても指示するとともに、

第二種の手錠の使用方法、使用部位、腕輪の緊度等が適正なものであるか

確認すること。 

    また、随時、腕輪、連結版に損傷がないかを確認し、手錠の適正な使用

状態を確認すること。 

⑵ 保護室監視用カメラでの録画は保護室の収容中止時まで継続し、録画中

はビデオテープの残量を常時確認して残量不足による録画中断がないよう

に留意すること。 

⑶ 録画したビデオテープの保管は、ラベルに撮影した日時等を明記し、５

年間保存することとし、総合監視システム室（本部区長主管）において、

厳重に保管すること。 

６ 拘束衣の使用状況の録画等（達示第２０条第３号関係） 

拘束衣の使用に当たっては、達示第２６条に掲げる方法によるほか、上記

５⑴ないし⑶と同様、拘束衣の使用時にはその状況を録画し、厳重に保管す

ること。 

７ 捕縄、手錠及び拘束衣の使用等の記録 

被収容者等に捕縄、手錠及び拘束衣を使用し、使用を中止し、又は使用方

法を変更した場合には、達示第４２条第２項により視察表に記録する事項は、

次のとおりとする。 

⑴ 使用開始、使用期間更新（拘束衣を使用した場合に限る。以下同じ。）又

は使用中止の日時 

⑵ 使用方法の変更の日時（使用方法を変更した場合に限る。拘束衣を除く。） 

⑶ 使用場所 

⑷ 捕縄、手錠又は拘束衣の種類及び捕縄又は手錠の使用方法 

⑸ 指揮者 
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⑹ 実施者 

⑺ 使用若しくは使用期間更新の要件に該当する事実又は使用要件が消滅し

た事実 

⑻ 被使用者の動静 

⑼ 被使用者の負傷の有無及び程度 

⑽ 使用状況 

⑾ 医師の意見（拘束衣を使用し、又はその使用期間を更新した場合に限る。） 

８ 手錠の滅菌要領 

⑴ 滅菌が必要な場合 

    取扱責任者において、使用した手錠について、次に掲げる事由により、

そのまま職員が手を触れ、あるいは他の被収容者等に使用することによっ

てＨＣＶ（Ｃ型肝炎ウィルス）、ＨＢＶ（Ｂ型肝炎ウィルス）、ＨＩＶ（エ

イズウィルス）等の感染の危険があると認めた場合は、

に整備されている低温プラズマ滅菌器により、同滅菌器の使用方法に

基づき確実に滅菌すること。 

    なお、同滅菌器により滅菌する前に、付着した血液等は、ゴム手袋等を

使用して洗浄し、付着物を落として乾燥してから滅菌を行うこと。また、

布類は同滅菌器を使用できないので留意すること。 

   ア 手錠に血液が付着したとき。 

イ 手錠に分泌物（傷口から出た膿などであり、通常の使用により感染す

るおそれのない汗や涙を除く。）が付着したとき。 

  ⑵ 警備用具等検査簿への記録 

 取扱責任者は、上記８の⑴により手錠を滅菌した場合は、警備用具等検

査簿の備考欄に記録すること。 

   ア 滅菌を実施した月日 

   イ 滅菌を実施した手錠の番号 

   ウ 手錠を使用した被収容者等の称呼番号及び氏名 

   エ 手錠を使用した月日 

   オ 滅菌を必要とする事由 

９ 護送に係る手錠及び捕縄等の取扱い 
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   護送時の手錠カバー、借用及び返納要領等については、別に定める。 

 

第２ 警備用具（達示第２章及び第５章関係） 

１ 管理責任者及び取扱責任者の指定（達示第６条第１項関係） 

⑴ 警棒、警じょう、さすまた、盾（以下「警備用具」という。）の管理責

任者は、達示第６条第１項に定めるとおり、企画調整首席とする。 

⑵ 警備用具の取扱責任者は、次のとおりとする。 

ア 監督当直者 

イ 矯正処遇部の各統括矯正処遇官 

２ 警備用具使用時の指揮 

警備用具使用に係る指揮は、看守長以上の職にある者が執るものとする。

ただし、急を要し、これにより難い場合には、副看守長が指揮を執ることが

できる。 

３ 警備用具の保管（達示第６条第２項、第３項関係） 

⑴ 警棒、警じょう及び盾は において、施錠

保管する。ただし、緊急事態に適時適切に対処するため、警棒及び盾につ

いては、

においても必要数を施錠保管する。 

⑵ さすまたについては、 において、施錠保管する。 

⑶ 上記⑴及び⑵の保管場所には、品目ごとの員数表とともに保管するもの

とする。 

⑷ 管理責任者は、毎月１回以上、警備隊長に、警備用具の保管場所ごとの

数量、機能及び保清に係る保管状況について検査させ、警備用具等検査簿

に記録させるものとする。ただし、東京地方裁判所内東京拘置所出廷留置

場における保管庫の検査は、出廷区長に実施させ、その結果を警備用具等

検査簿により報告させる。 

４ 警備用具の使用等の記録 

被収容者等に警備用具を使用した場合には、達示第４２条第１項により視

察表（被収容者等の場合）又は報告書（被収容者等以外の者の場合）に記録

する事項は、次のとおりとする。 
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⑴ 使用の日時 

⑵ 使用場所 

⑶ 警備用具の種類及び使用方法 

⑷ 指揮者 

⑸ 実施者 

⑹ 使用要件に該当する事案 

⑺ 被使用者の動静 

⑻ 被使用者の負傷の有無及び程度 

⑼ 医師の診察の有無 

 

第３ 保護室への収容（達示第７章関係） 

１ 収容の要件 

保護室への収容の要件については、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に

関する法律（平成１７年法律第５０号）第７９条によること。 

２ 収容の指揮 

保護室への収容は、統括矯正処遇官以上の職にある者（監督当直者を含む。）

又は主任矯正処遇官（副監督当直者を含む。）の職にある者が収容を指揮する。  

ただし、深夜の時間帯等で保護室収容要件に該当する行為があり、指揮をす

べき職員が到着するまでの間において、騒じょう状態が懸念され、又は暴行、

自殺を制止できない場合は、各区監督専門官及び保安班長（看守部長の階級

にある職員が保安班長を命ぜられたときを含む。）が、その指揮を執ることが

できる。 

３ 収容期間更新 

   収容期間更新の要否の判断は、執務時間内（休日でも監督当直者が勤務し

ている時間）の午後５時に行うこととし、初回は、７２時間以内の最も近い

午後５時、２回目以降の更新は、４８時間以内の最も近い午後５時とする。 

４ 保護室への収容等の記録 

被収容者等を保護室に収容した場合、中止した場合又は収容期間を更新し

た場合には、達示第４２条第３項により視察表に記録する事項は、次のとお

りとする。 
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⑴ 収容開始、収容期間の更新又は収容中止の日時 

⑵ 収容した保護室 

⑶ 指揮者 

⑷ 実施者 

⑸ 収容若しくは収容期間更新の要件に該当する事実又は収容要件が消滅し

た事実 

⑹ 収容された者の動静 

⑺ 収容された者の負傷の有無及び程度 

⑻ 捕縄、手錠又は拘束衣の使用の有無 

⑼ 医師の意見（保護室に収容し、又はその収容期間を更新した場合に限る。） 

５ 保護室の収容区分 

   保護室の収容区分は、原則として次の区分による。ただし、該当保護室が

定員超過等の理由により、収容できない場合は、昼間は首席矯正処遇官（矯

正処遇担当）、夜間･休日は監督当直者が収容区分によることなく収容する保

護室を指示する。 

⑴  

女区に収容されている女子被収容者等を保護室に収容するとき。 

  ⑵  

に収容されている者を保護室に収容するとき。 

  ⑶  

    に収容されている者を保護室に収容するとき。 

  ⑷  

    に収容されている者を保護室に収容するとき。 

⑸  

に収容されている者を保護室に収容すると

き。 

⑹ 連行中の対応 

面会、医務診察の連行等により、管轄処遇区区域外において保護室収容

事案が発生した場合には、収容区分にかかわらず、男子の被収容者等は、

上記⑵ないし⑸の最寄りの保護室へ収容するものとする。 
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管理は、上記６⑴ないし⑸の各アに定める昼間の処遇担当者及び主管の処遇

区において備品等の管理を行うものとする。 

８ その他注意事項 

⑴ 施錠の確保 

保護室扉の本錠以外に、ドアストッパー（収容された者が扉を蹴り付け

たり、体当たり等した場合に使用する扉の施錠を補強するために設けられ

た装置）が設置されている保護室に収容した際は、必ずドアストッパーを

使用し、これが設置されていない保護室においては、かんぬきを使用して

施錠の補強措置を講ずること。 

⑵ 脱水症の防止 

保護室専用湯茶ポット（１リットル用・ポリエステル製）を室内に所持

させることとし、食事の都度、湯茶を７分目程度入れて給与し、脱水症状

の防止に努めること。ただし、保護室に収容されている被収容者等が当該

ポットを用いて自傷行為を行う場合、当該ポットを投げ付けるなど職員に

危害を与えるおそれがある場合、湯茶を室内や便器等の中に流したりする

場合は引き上げること。その際は、所定の紙コップに湯茶を入れて保護室

内に備え、飲用させること。 

⑶ 夏季における熱中症の防止 

保護室内の温度に注意を払い、換気及び空調機器の操作により、適切な

室温管理に努め、熱中症の防止に努めること。 

⑷ 冬季における肺炎等の防止 

保護室内の温度に注意を払い、裸体で徘かいする者等については、風邪

等の発症防止に努めるなど、保護室に収容されている被収容者等の健康状

態に配意すること。 

⑸ 監督者の注意義務 

  ア 保護室を管轄する区の区長、主任又は夜勤監督者（監督当直者、副監

督当直者及び夜勤班長）は、保護室の管理を保護室担当職員に一任する

ことなく、上記(1)ないし(4)の事項に配意し、巡回視察を励行するとと

もに適時適切な監督指導を行うこと。 

  イ 保護室については、構造上、密閉性が高いことから、



 
機密性２ 完全性１ 可用性１情報  

保護室内の換気には十分注意を払い、保護室収容中は必ず換気装置を作

動させること。 

  ⑹ 保護室の開扉 

収容中の保護室を職員単独で開扉することは禁止する。保護室扉を開け

る必要がある場合には、看守長以上の職にある者の指示により、 名以上

の職員で開扉しなければならない。ただし、急を要し、これにより難い場

合には、副看守長以上の職にある者の指示により 名以上の職員により

開扉することができる。 

 

第４ 記録媒体の管理・動静等の記録 

被収容者等に実力を行使した場合、被収容者等を保護室に収容した場合及

び録画した場合の記録媒体の管理並びに動静等の記録については、別に指示

するところによる。 

 

第５ 研修及び訓練 

   捕縄、手錠及び拘束衣の使用並びに警備用具の取扱いに関し、年１回以上、

研修及び訓練を実施するものとする。 

 

第６ その他 

   松戸拘置支所（以下「支所」という。）における取扱いについては、支所の

実情に応じ、支所長指示で別段の定めをすることができる。 



※

1

2

3

令和7年4月1日 所長指示第31号

その際は、臨時の文字を○印で囲むこと。

不全、紛失等を認めたときは、直ちに報告すること。

検査は、品目・数量だけでなく、機能及び保清の状況等保管状況についても実施し、機能

備考

定期検査は、毎月1回以上実施すること。

第一種

盾

さすまた

警じょう

捕 縄

拘 束 衣

金 属

透 明

手 錠

警 棒

第三種

臨時検査は、新たに品目・数量に増減があったとき及び保管場所等を変更したときに行い

使 用 数 現 有 数 検 査 結 果 備 考

第一種

第二種

第二種

第一種

別 紙

品 目 保 管 総 数

警 備 用 具 等 検 査 簿 ( 定 期 ・ 臨 時 )

保管場所

検査年月日

矯正処遇首席 企画調整首席 隊長 区長 検査係矯正処遇部長




